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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業間の協調的な技術の標準化によって、様々な企業間にわたってオー
プン化された技術のガバナンスについて明らかにすることを試みた。協調的な標準化による共有プラットフォー
ム下では、企業間にわたってコア技術を含む技術の流出が進み技術の変異が促される。このため、特定の企業が
システムの技術開発を主導し、技術の発達をコントロールすることは難しい。本研究は、このような状況が特徴
的である移動体通信分野の標準に関わる特許とその引用のデータを用い、企業内外にわたって様々な技術を結び
つけ統合する密度の高い知識の蓄積によって、企業がオープンな技術の発達を主導し、そのガバナンスを実現し
うることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study attempts to clarify the governance of open technology across 
various firms through cooperative standardization of technology among firms. Under a shared platform
 through cooperative standardization, technology mutation is encouraged by the outflow of 
technologies, including core technology, across firms. Therefore, it is difficult for a specific 
firm to lead the technological development of a system and control the development of technology. 
Using data on patents and citations related to standards in the mobile communication field, which is
 characterized by this situation, this study reveals that firms can lead the development of open 
technology and achieve its governance through the accumulation of dense knowledge that links and 
integrates various technologies across firms and beyond.

研究分野：経営学

キーワード： オープン技術　協調的な標準化　技術の共有プラットフォーム　ガバナンス　知識　アーキテクチャ・
コントロール　影響力のあるイノベーション　標準必須特許（SEP）
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研究成果の学術的意義や社会的意義
技術の高度化やシステムの複雑化にともない、コア技術でさえ企業間で分散的に開発され、企業間の協調によっ
て技術の標準化が進められている。こうした技術の共有プラットフォームでは、企業が重要技術の特許の確保を
進めるほど、逆に特許を通じて技術の流出と技術の変異が促され、技術の発達をコントロールすることが難しく
なりうる。こうしたジレンマに対し、本研究は、個々の重要技術の所有というよりは、様々な技術間にわたる知
識の確保が、技術開発を主導しオープンな技術のガバナンスを実現する上で重要となることを示した点で学術的
意義を持つ。また、技術の管理に関する戦略・政策上の要点や課題を示唆する点で、社会的意義も持ちうる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

IoTをはじめとする ICT分野の動きに代表されるように、システムの高度化や複雑化にともな
い、背景の異なる多様な企業間で共通の非競争領域として標準を設けて、複数の企業の協調によ

るコンセンサス標準の形成が進んでいる。このような標準にもとづく技術の共有プラットフォ

ームは、開発負担を企業間で分担し、また様々な企業によるイノベーションと市場の拡大を促進

するとされてきた。 
だが、このような標準化は技術の公開・共有を促すものであるため、特定の企業が技術を管理

して優位を築くのは難しくなる。従来は、もっぱら支配的な企業による独自のプラットフォーム

について、いかに技術を公開・共有しながらコントロールし、優位を築くことができるのかが注

目されてきた。このようなプラットフォームでは、支配的な企業がシステムのコア技術をはじめ

とする重要技術を保有することで、システムのアーキテクチャや構成要素間のインターフェー

スを管理し、周縁技術をコントロールすることができる。 
一方で、企業間の協調による技術の共有プラットフォームでは、特定の企業が主導して、企

業間にわたって技術の発達を方向づけることは容易ではない。技術が標準化されることで、シス

テムのアーキテクチャや構成要素間のインターフェースでさえ、非競争領域として共有される。

それにもとづいて新興企業を含む様々な企業による技術の開発が促されるものの、それぞれの

企業がコア技術をはじめとする重要な技術を分散して開発することになる。 
このような状況においても、企業は、標準仕様の実装に不可欠な重要な技術について特許（標

準必須特許：SEP）を獲得することで、技術の実施の権利や知財収入を確保して、優位を築くこ
とができるかもしれない。しかしながら、そうした重要な特許を確保することは、特許の技術情

報の公開や引用による技術のスピルオーバーを通じて、さらに様々な企業による技術開発を促

す。こうしたジレンマをともなうため、技術の共有プラットフォームにもとづくオープン技術に

ついては、特定の企業が、技術や産業の発達を主導することは難しく、そのガバナンスを実現す

ることは容易ではないと考えられる。（背景および以下の詳細については、研究成果をまとめた

安本（2023）参照） 
 
２．研究の目的 
以上の背景をふまえ、本課題では、複数の企業間の協調的な標準化やそれに関わる技術の特

許化により、企業間にわたって技術開発が進むなかで、いかに企業間の協調による技術の共有プ

ラットフォームの下でオープン化された技術の発達をコントロールし、技術のガバナンスを実

現できるのか、その戦略を解明することを目的とした。 
本課題は、こうした問題に対し、とくにシステムの様々な技術の統合や管理を可能にする知

識に注目して、いかにそうした知識がオープンな技術のコントロールに結びつくのかを検討す

る。こうしたメカニズムが明らかにされれば、これまで考えられてきたような技術のオーナーシ

ップにもとづくコントロールが容易ではないオープンな技術について、なぜ、いかに技術の発達

をコントロールして技術のガバナンスを実現できるのか、また、それによっていかに企業が主導

権を確保して優位を築くことができるのかについて、理解を深めることが可能になると期待さ

れる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、企業間にわたってオープン化された技術のガバナンスのメカニズムについて理論

的な課題を整理した上で、以下の 3 つのサブ・テーマを設定し、それらの成果を統合すること
で、企業間の協調による技術の共有プラットフォームについて、「いかに様々な企業によって開

発されている技術の発達がコントロールされ、オープン化された技術のガバナンスが実現され

るのか」を検討した。 
 
（１）「協調的な技術開発や標準化を担保する制度・仕組みとプロセス」：従来の成果をふまえ

つつ、企業間の協調が進んでいる、移動体通信、自動運転、産業 IoTといった複雑なシステムに



ついて、企業間にわたる技術の標準化、および関連技術の権利化が、どのような制度や仕組みの

もとで進められているのかについて全体像を整理し確認した。このサブ・テーマについては、知

財や標準化についての関連学術論文を含む公刊資料や関係者へのインタビューによって情報収

集を進め、協調的な技術開発や標準化を担保する制度・仕組みとプロセスについて整理した。 
 
（２）「企業による協調的な標準化と権利確保」:企業間にわたる技術のコントロールは、技術
のオーナーシップ（所有権）の面から理解されてきた。この点をふまえ、対象のシステムについ

て、システムの技術の構成や標準の技術仕様の分類の整理を行い、技術の構成を整理して把握し

た上で、企業間で共有されている標準に関わる技術のオーナーシップ（所有権）の推移とともに、

標準技術の仕様別の技術の分布や技術相互の関連について、データを時系列的に集計し整理し

た。 
より具体的には、まず、移動体通信のような複雑で標準化の進んでいるシステムを対象に、標

準化団体（例えば 3GPP）のデータベースを用いて標準仕様とその提案企業についてのデータを
整理した。併せて、いかに企業が標準仕様に関わる技術について、実装を可能にする権利を確保

してきたのかについて、標準仕様に対応する標準必須特許のデータベース（ETSI のデータベー
ス）からデータを抽出して整理・集計し検討して活用した。これにより、企業間にわたる技術の

分布やそれによる企業のポジションの理解を試みた。 
その上で、標準必須特許の保有量の多い代表的な企業 20 社に注目して、それらの企業の蓄積
してきた技術の量とその多様性を把握するとともに、標準関連技術間のネットワーク分析を行

い、企業の保有する知識の特徴を明らかにした。複数の標準仕様を参照している必須特許は複数

の仕様の技術を結び付けるネットワークを形成している。そのネットワークは、個々の技術に止

まらないシステムの統合や管理に関する、企業の知識のレベルを表すと考えられる。 
 
（３）「企業内外で生じる技術の活用・共有のネットワーク」: （２）までの成果とデータに加
え、代表的な企業 20 社間での関連技術の独自特許による必須特許の引用（EPO/USPTO の特許
データから抽出）のデータを用いることで、まず、関連技術の引用のネットワークの発達につい

て分析を進めた。その上で、企業の知識による技術のコントロールの可能性について分析を進め

た。ある企業の技術についての他企業による被引用の件数は、その企業の技術がシステムの技術

の発達に影響を与える程度、すなわち技術のガバナンスを実現する能力を表すと考えられる。こ

の分析では、こうした技術の被引用件数が、企業の保有する技術の量、多様性、知識の密度とい

った要因で、どのように説明されるか、理論的検討をふまえて統計的分析を行った。 
以上の結果の検討に際しては、（１）で得られた制度・仕組みやプロセスを考慮しながら、分析

の成果の解釈を試みるとともに、適宜、企業や標準化関連機関・団体の実務家への追加調査や実

務家や研究者との意見交換を通じて、分析やその解釈の修正を図った。 
 
４．研究成果 
本研究では、システムを構成する技術間にわたる知識に注目して、企業間にわたるオープンな

技術の発達を主導しコントロールするガバナンスのメカニズムとそのための企業戦略を検討し

た。より具体的には、車載制御や IoT等の事例を参考にしながら、移動体通信分野の標準仕様、
必須特許、および必須特許の引用のデータを検討し、以下の点を明らかにした。 

 
（１）まず、オープン化された技術のガバナンスのメカニズムについて理論的に整理したところ、

以下の課題が確認できた。支配的な企業によるプラットフォーム技術とは異なり、協調的な標準

化によりオープン化された技術では、これまでにプラットフォームのガバナンスの要とされて

きたコア技術（図１）であっても企業間で分散して開発・保有される。このため、特定の支配的

な企業がコア技術を保有することで技術開発を主導して、一元的に協調的な標準化によるオー

プン技術をコントロールすることは難しい。しかも、そうした技術をコントロールするためにコ

ア技術をはじめとする重要技術の特許を取得してオーナーシップ（知財権）の確保を進めるほど、

逆に特許を通じて様々な企業への技術の流出やそうした企業による技術の変異を促し、技術の

コントロールを難しくしてしまう。企業間の協調による技術の共有プラットフォームでは、コア



技術をはじめとする重要な技術やそのオーナーシップでは、技術の発達をコントロールし、ガバ

ナンスを実現することは難しいと予想される。 

 

図 1 プラットフォームによる技術のガバナンスの成り立ち 

 
（２）以上の課題を検討するためにデータを検討したところ、オープン化された技術の発達のコ

ントロールは、これまでに注目されてきた標準の仕様策定や関連する標準必須特許による技術

のオーナーシップだけでは十分に説明できないことが明らかとなった。重要技術についての必

須特許の引用のネットワークにおいてよく引用され技術開発を主導している企業（図 2 のノー
ドが大きい企業）は、技術仕様の提案を主導する企業や標準必須特許件数の多い企業とは必ずし

も一致していない（図 3）。標準仕様の提案はその権利を保障する技術の特許化（必須特許化）
と結びついているはずであり、そうした標準の提案と関連する技術の知財権によってシステム

の技術を管理できると考えられてきた。しかしながら、以上の発見は、これら以外の要因が、オ

ープンな技術のガバナンスに大きな影響を与えている可能性があることを示唆している。 

 
 
 

 
図 2 標準必須特許の引用ネットワーク   図 3 仕様策定件数と被引用件数との関係 
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（３）その引用のネットワーク
の中心となっている（技術のソ
ースとなっている）企業に注目
すると、そうした企業はコア技
術のような重要な技術だけを大
量に保有しているわけではな
く、それ以外のシステムの多様
な標準仕様の技術について必須
特許を保有していること、また
そうした技術間にわたって自社
内外の技術の管理を可能にする
密度の高い知識を蓄積している
傾向があることが分かった。数
多くの技術についての必須特許
を保有していても、こうした密
度の高い知識を蓄積していると
はかぎらない（図 4）。         図 4 知識の密度と必須特許保有件数との関係 
そうした知識を蓄積している企業は、多様な技術を大量に保持して権利を確保するだけでな

く、多様な技術にわたって技術を管理するシステムの知識を構築することで、広く引用される技

術を生み出し、技術の発達をコントロールしていると考えられる。なお、企業の蓄積してきた必

須特許、その多様性、知識の密度が、技術のコントロール（他社による被引用件数）に与える影

響について時系列データを用いて統計分析を行っても、有意な結果が得られている（表 1点線枠
部分）。 

 
表 1 標準必須特許の保有件数と知識の密度 

 
企業がオープン技術のコントロールのために技術の特許化を進めてオーナーシップを強化し
ようとするほど、逆に技術のスピルオーバーが生じコントロールを失いかねない。こうしたオー
プン技術のガバナンスのジレンマに対して、以上の成果は、協調による技術の共有プラットフォ
ームの下では、いかに企業内外にわたって様々な技術を結びつけそれらを管理する密度の高い
知識を蓄積するのかが、技術の進歩を方向付けてコントロールし、オープン技術のガバナンスを
実現する上で重要となることを示唆している。今後は、企業の蓄積している技術の構成を分析に
組み込むことをはじめ、より詳細に検討していく必要があるだろう。 
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